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房総半島の東方沖から青森県沖までの日本海溝、さらに択捉島東方沖にかけての千島海溝まで

の太平洋岸の広い範囲にわたる日本海溝・千島海溝周辺の地域で発生が予想される海溝型の大規

模地震による被害の軽減を目指す「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推

進に関する特別措置法」(以下、「日本海溝・千島海溝法」、又は「法」という。) が今国会で成

立し、4月 2日に公布されました。 

この法律は、一昨年に成立した「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措

置法」(以下、「東南海・南海法」という。)と同様、議員立法によるものであり、特定の地方に対

して近い将来に発生が予想される地震について、地震対策の推進を図ることを目的としています。 

本稿では法律の概要はもとより、国や自治体の各計画作成や事業者等が作成する対策計画の指

導等において留意すべき点について記述していきます。 

 

 

1 対象となる地震の様相等 

法律の対象となる地域は過去に海溝型地震が繰り返し発生している地域であり、多数の対象と

する地震が考えられます。(図 1) 

対象となる地震等については、中央防災会議に設置された「日本海溝・千島海溝型地震に関す

る専門調査会」(以下、「専門調査会」とする。)において検討されており、今後は「検討(対策の)

対象とする地震(震源域)の特定」→「選定した震源モデルによる地震動・津波高の検討」→「被

害想定の実施」→「地震の様相・被害想定に基づく対策の検討」が法施行の時期を目途に順に検

討されていくことになります。 

法律の施行については、公布後 1年半以内とされており、平成 17 年の 10 月前には施行される

ことから、上記の検討もその期間を目途に実施されるものと予想されます。 

専門調査会での現在の検討段階は、「検討(対策の)対象とする地震(震源域)の特定」について

地震学の見地からの検討がすすめられている段階です。専門調査会はほぼ 2ヶ月に 1度程度の会

合を重ねており、内容は関係都道府県にも公開(傍聴可)されているので、関係自治体においては 
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積極的に参加され、今後の対策の実施について必要な知識、情報の確保に努められることを希望

します。 

 

 

2 法律の概要と自治体の策定すべき計画 

(1)法律の概要 

法律については、全 12 条からなっており第 1 条において「この法律は、日本海溝・千島海溝

周辺海溝型地震による災害から国民の生命、身体及び財産を保護するため、日本海溝・千島海溝

周辺海溝型地震防災対策推進地域の指定、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進基本

計画等の作成、地震観測施設等の整備、地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備等について特

別の措置を定めることにより、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進を

図ることを目的とする。」(下線、筆者)とされ、対策の基本が示されています。 

以下に、行政として事務取扱が生ずる部分を中心に関係条文の説明を加えます。 

第 3条において、地震防災対策を推進する地域として内閣総理大臣が指定する「推進地域」が

定義され、第 5条では中央防災会議が決定する「基本計画」が定義されています。 

さらに、第 6 条において自治体の策定すべき「推進計画」について、第 7 条、8 条では推進地

域内の「…地震に伴い発生する津波に係る地震防災対策を講ずべき者として基本計画で定める者

…」は「対策計画」を定めるべきこととされています。 

実は、「日本海溝・千島海溝法」の各条文は、「東南海・南海法」と同様の構成となっているの
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で、現時点では政令、関係省令等は示されていませんが、政策体系としては同様のものになると

予想されます。 

また、本法律で対象とする地震の様相も東南海・南海地震と同じ海溝型地震であることから地

震対策としては「津波対策」が中心となります。今後、北海道、東北、関東地域の関係自治体で

法律の施行に向けて、対策を検討する上では先行している「東南海・南海法」の運用、関連自治

体の対応を参考にしていくことが有益です。 

 

(2)推進地域の指定の基準・手続き(法第 3 条関係) 

東南海・南海法における推進地域指定に準じて、日本海溝・千島海溝法が運用されると仮定す

るならば、推進地域の指定は以下のような基準及び手続きによると考えられます。 

推進地域の指定基準は「選定した震源モデルによる地震動・津波高の検討」により震度分布、

津波高さ、津波到達時間が明らかとなった時点で①震度 6弱以上が想定される地点、②津波高さ

3m 以上の地点を含む市町村を基準に、③防災行政の推進上一体性確保の観点を加えて、指定する

こととなります。 

「東南海・南海法」では、市町村を単位として地域指定を実施しました。 

地域指定の方法は地図を一定の感覚で升目(メッシュ)に区切り、①または②の条件を満たすメ

ッシュを含む市町村を推進地域としました。 

又、③の防災行政推進上の一体性については、消防本部が広域消防で一体となっている等の市

町村について個々の状況を検討したうえで、地域指定を受けた市町村もありました。 

手続きについては、地域指定に際し内閣総理大臣は「関係都道府県の意見を聴かなければなら

ない。」としており、この場合において関係都道府県が意見を述べようとするときは「あらかじめ

関係市町村の意見を聴かなければならない。」とされています。 

これら協議については、当然ながら単純に書簡のやり取りで完了するものではなく関係都道府

県と国側とのヒアリング、国から県、県から市町村への説明会という経過を経ることになります。 

 

(3)基本計画の策定に関する事務(法第 5条関係) 

基本計画は「推進地域における地震防災対策の推進に関する重要事項について定める。」とさ

れており、対策推進の基本的方針、国・自治体の定める推進計画の内容、事業者の策定する対策

計画の基本となるべき事項、その他重要な事項について定めることとされています。 

先行している東南海・南海法では基本的方針として、津波防災体制の確立、広域防災体制の確

立、計画的かつ早急な予防対策の推進が謳われており、その他、事務的に大きな影響のある内容

として、「対策計画を作成して津波に関する防災対策を講ずべき者の存する範囲」(町丁目単位で

指定)が別表に規定されています。 

この別表範囲内に存在する政令で指定する事業者(百貨店、劇場、病院、学校、鉄道事業者の営

業所の管理者等)は、対策計画を策定して顧客、従業員、生徒等の津波からの避難について、避難
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地、避難先、誘導体制、従業員への教育等について定めなくてはなりません。 

基本計画は国が定めるものでありますが、防災対策を講ずべき者の存する範囲の確定時には直

ちに関係事業者等への指導が必要となりますのでその内容については特に関心を持っていただ

く必要があります。 

以下、図 2の法律の構成概念図を参照してください。 

 

(4)推進計画の策定に関する事務(法第 6条関係) 

自治体の策定する推進計画は、地方防災会議の定める地域防災計画の修正で対応することとな

ります。修正前の地域防災計画の構成にもよりますが、震災対策編の中に想定される日本海溝・

千島海溝凋辺の地震に対する対策を盛り込むことになります。 

自治体ごとに対策が必要な地震が異なる場合が考えられますが、当該自治体で予想される最も

大きな海溝型地震に対して備える形での修正となります。 

 

(5)対策計画の策定に関する事務(法第 7条、8条関係) 

推進地域内のさらに津波避難の必要な地域として町丁目単位で指定された範囲に存する事業

者は対策計画を策定しなくてはなりません。 

対策計画は、新たに作成し都道府県知事に提出することとなりますが、第 8条の規程に基づき

(いわゆる「みなし規程」により)消防計画、予防規程等の既存防災関係規定の修正、届出(津波避

難に関する規定を追加)で足りる場合もあります。 

対策計画の策定に関しては、法第 7条第 2項の規定により地域指定のあった日から 6ヶ月以内

(注)に策定することが義務付けられています。このため、関係事業者への周知、啓発のための作

業として、広報資料の作成や、説明会の実施、消防機関への周知等の事務が短期聞に集中するこ

ととなり、周到な準備が必要となります。 

(注:地域指定の日からの起算であり、対策計画を定める者の存する範囲が定められた日=基本

計画の策定日ではないことに注意。) 

特に行政側として留意すべき事項としては、関係する防災規定のほとんどが消防計画・予防規

程・防災規程であり消防機関で取り扱うものであることから、消防機関における対象者の把握や

策定指導が重要になることに加え、避難地・避難路の指定と事業者に対する周知が計画の前提と

なることから、避難地・避難路が未指定であるような市町村では、早々に地域防災計画において

指定を行う必要があります。 
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参考までに、東南海・南海法に基づく対策計画を作成すべき者の把握件数は 16 都府県で 24,880

件にのぼり、そのうち消防関係の計画・規定数は 23,376 件で全体の 94%に上ります。 

(消防庁 16 年 4月調べ) 
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3 地震防災上緊急に整備すべき施設等と財政支援(法第 10 条、11 条関係) 

法第 10 条では、推進地域において、地震防災上緊急に整備すべき施設等として避難地、避難

路、消防用施設、その他の施設等の整備等に努めなければならないとしており推進地域における

地震対策の推進に伴い必要な施設の計画的整備が求められています。 

又、同条 2項においては本法律と「東南海・南海法」を比較してもっとも特徴的なものとして

前項の施設整備に関して、「交通、通信その他の積雪寒冷地域における地震防災上必要な機能が

確保されるよう配慮されなければならない。」とされています。 

現時点では、施設整備に関してどの様な配慮がされるのかは未定であり今後の議論が待たれる

ところです。 

法第 11 条で「国は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進のため必

要な財政上及び金融上の配慮をするものとする。」とされています。この財政支援については、地

震防災対策特別措置法(以下、「地防法」という。)によるものとされており、地域指定後のしかる

べき時期に同法に基づく地震防災緊急事業 5ヵ年計画の変更協議等を経て、補助率の嵩上げによ

る地震防災対策を進めていくことになります。 

但し、日本海溝・千島海溝法第 4条において、将来「…観測及び測量のための施設等の整備が

図られ、(中略)地震の発生の予知に資する科学技術の水準が向上することにより…」、大規模地

震対策特別措置法に定める「地震防災対策強化地域」に指定された場合は「地震防災対策強化地

域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」(以下、財特法と

いう。)による財政支援を受けることが可能となります。 

地防法と財特法における補助率の嵩上げ、起債措置等の制度比較については別表 1のとおりで

す。 

 

 

4 まとめ「地震対策のへの取り組み」 

以上、法律に基づく事務の概要を述べてきましたが、自治体にとって地震対策は住民の生命財

産を守るために最優先で取り組むべきものであり、法律に定めたものや補助事業だけでなく防災

体制の整備や津波避難対策などは躊躇なく実施すべきものです。 

まずは災害対策基本法により規定された首長の権限と責任を自覚し、首長を中心に、その活動

をきちんと補佐できる組織、体制を構築していくことが必要となります。 

地震防災への取り組みは、公共工事等と異なり、目に見える成果物が直ちに現れることは少な

いが、地震発生時にはそれまでの取り組みにより被災者数に大きな差が出るものと承知して、信

念を持った取り組みが必要です。 

具体的には防災業務専任の組織、係を充実し、土木、教育、福祉・衛生等の各担当業務を横断

的に調整、統括して各分野での取り組みを進めていくことが必要です。 
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従前の地震対策の指定地域、推進地域における市町村の取り組みでは人材の不足、ノウハウ不

足が対策推進の課題として挙げられることが多いことから、首長、職員への研修機会の提供、首

長の指導による全庁的な体制の構築が早急に求められます。 

又、過去の災害履歴からして大きな被害が予想される津波対策については、最低でも年に一回

の住民まで含めて実施する津波被難訓練や、避難地、避難路が未指定の地域の解消、「地域ごとの

津波避難計画」の策定などの取り組みを推進することと、確実な警報伝達、避難勧告等の伝達に

必要な防災行政無線等の施設整備も実施しなければなりません。 

災害対策の拠点となる公共施設の耐震改修や一般住宅の耐震化推進といった取り組みも計画

的にすすめなければなりません。 

これら対策の推進に向けて、先進地域の取組状況等の情報収集、研究に努めていただきたいと

思います。 
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